申込日　　　　　　年　　　　　月　　　　　日
新規・変更　←いずれかを○で囲んでください

朝日けんさくくん　利用申込書
株式会社朝日新聞社が提供する朝日新聞記事データベース「朝日けんさくくん」の利用を、下記のサービス担当者を管理者とし、裏面記載の利用規約及び利用規定に同意の上、申し込みます。
	契 約 機 関
	学校名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	〒　　 －　　　　


	サ ー ビ ス 担 当 者
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	部署名・役職
	

	
	連絡先
	住所（上記と異なる場合のみ、ご記入ください）


	
	
	E-Mail

	
	
	TEL
	FAX

	契約開始月
	　　　　　　　　　年　　　　　　月　～

	請 求 書 送 付 先
	請求書宛名
	1． 上記の学校名に同じ　２．異なる場合（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	送付先住所
	１．上記の学校名に同じ　２．異なる場合（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	部署名・役職
	１．上記のサービス担当者に同じ　２．異なる場合（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	　　　　氏名
	1． 上記のサービス担当者に同じ　２．異なる場合（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	支払
方法
	□ 毎月払い　　□ 年度分一括前払い（ 4月～翌3月 ）　 □ 一年分一括前払い（ 任意の月から12ヵ月 ）　

	プ ラ ン ・ オ プ シ ョ ン  選 択
	□　校内限定プラン　同時50アクセス　　　※　グローバルIPアドレスの登録が必要
□ ＩＤ制御型（ＩＰアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ ＩＰ認証型（ＩＰアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	□　基本プラン　同時100アクセス、校外利用可
□　無制限プラン　校外利用可　3学年以上で申し込み可　→　（　　　　　　　　　）学年で利用
□　所属人数型プラン　校外利用可　1学年単位から申し込み可
　　　学年①　（　　　）学年　　申込時点でおよそ（　　　　　　　）人※
　　　学年②　（　　　）学年　　申込時点でおよそ（　　　　　　　）人※
　　　学年③　（　　　）学年　　申込時点でおよそ（　　　　　　　）人※
· 毎年4月10日時点での所属人数で1年間の利用料金が決定。転出転入は利用料金に変更なし

	
	□　複数認証の利用を希望　　※　IPアドレスが学校独自の場合利用可能、校内限定プランでは利用できません

	
	オプション
	□「朝日新聞クロスサーチ・基本」同時2アクセス　□ 大学入学共通テスト対策「センターＴｅｎＳ」

	特記事項
	※複数認証の利用を希望する場合、IPアドレスを記入してください


〔おことわり〕利用申込書にご記入いただいた内容は当社の「個人情報保護方針」等に従い厳重に保管し、本サービスの登録と運営のために利用させていただきます。第三者に提供することはありません。なお、登録いただいサービスご担当者様には、今後、ＤＢサポートからデータベースサービス等のご案内をお届けすることがあります。

お問い合わせ先・本利用申込書の郵送先
株式会社紀伊國屋書店　デジタル情報営業部
〒153-8504　東京都目黒区下目黒3丁目7番10号TEL：03-6910-0518　 FAX：03-6420-1359
E-Mail：online＠kinokuniya.co.jp

株式会社朝日新聞社　ＤＢサポート
〒104-8011　東京都中央区築地5丁目3番2号
TEL 03-5541-8689 FAX 03-5541-8691
E-Mail　dna-support@asahi.com
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利用規約
「朝日けんさくくん」（以下「本サービス」といいます）は、朝日新聞社が小学校・中学校・高校向けに朝日新聞記事データベースその他の各種コンテンツを提供するインターネット情報サービスです。この利用規約（利用規約に基づき成立する本サービスの利用契約と合わせて、以下「本契約」といいます）及び本サービス画面上に掲載する最新の利用規定（以下「利用規定」といいます）の各条項に同意した契約者（以下「ライセンシー」といいます）に限り、本サービスをご利用いただくことができます。なお、本サービスのコンテンツの一部は、ご利用の際、事前のお申し込みとオプション料金が必要です。
第１条（著作権その他の権利）本サービス及びこれを構成するデータベースの著作権は朝日新聞社に帰属し、また、本サービスで閲覧・利用できる記事・画像・ワークシート等（以下「コンテンツ」といいます）の著作権その他の権利は、朝日新聞社、各コンテンツの著作権者または正当な権利を有する第三者に帰属します。
第２条（利用許諾）朝日新聞社はライセンシーに対し、本サービスの利用を非独占的に許諾します。ライセンシーは自らの教職員及び児童・生徒（以下「利用者」といいます）に、本契約及び利用規定に従って、本サービスを利用させることができます。
第３条（契約手続き及び業務委託）朝日新聞社は、朝日新聞社との直接契約のほか、本サービスの利用申し込み書類の授受、料金回収及びこれに関連する業務を契約代理店に委託しています。契約代理店を通じて申し込みを行ったライセンシーは、契約代理店が本利用契約に定める朝日新聞社の業務を代行することに同意するものとします。この場合、ライセンシーによる利用の対価の支払い、利用内容等の変更事項の連絡、解約、問い合わせ等は契約代理店を通じて行うものとします。なお、本規約に定める免責事項は、契約代理店にも適用されます。
第４条（本サービスへのアクセス）本サービスには、３種類の認証方式があります。①ID制御型　朝日新聞社は本サービスへのアクセスに必要な利用者認識記号（以下「ID」といいます）とパスワードを提供します。ライセンシーは、このID・パスワードを用いて、本サービスへアクセスすることができます。校内限定プランでは、朝日新聞社が認証したライセンシーのグローバルIPアドレスを通じて、ライセンシーの構内ネットワークからのみ、本サービスへアクセスすることができます。　②IP認証型　朝日新聞社が認証したライセンシーのグローバルIPアドレスを通じてのみ、ライセンシーの構内ネットワークから、本サービスへアクセスすることができます。　③複数認証型　校内限定プラン以外のプランでは、学校内はIP認証、登録外IPアドレスからの利用はID・パスワードを用いたID制御型で本サービスへアクセスすることができます。
通信料等、本サービスの利用に伴う一切の費用はライセンシーの負担とし、ライセンシーは本契約に関し、朝日新聞社に費用等を一切請求しないものとします。
第５条（利用の範囲）１．利用者は、教育機関による教育目的での利用に限り、利用規定に定める条件の範囲内で本サービス及びコンテンツを利用することができます。２．前項の規定にかかわらず、利用者は、コンテンツ又はコンテンツを転載した資料、教材等について、著作権法上自由利用を認められた範囲及び著作権法第35条で認められた範囲を超えて次の行為はできません。「朝日新聞時事ワークシート」は本項の規定にかかわらず公衆送信は不可とします。①ネットワーク上に送信、又はネットワークを介しての共有　②利用者自身をあて先とする場合を含め、電子メール、SNS等の電子書面・電子ツールでの送信　③USBメモリー、CD-ROMその他の電子媒体に収録して配布すること　④保護者や一般の人への配布、掲示
第６条（目的外利用の禁止）ライセンシーは、本契約及び利用規定で許諾された範囲を超えてコンテンツの一部または全部を複製、蓄積、編集、加工、翻訳、翻案、出版、転載、販売、送信、展示、貸与、配布、生成AI等を用いた解析及び改変する等、本サービスについて、朝日新聞社、各コンテンツの著作権者または正当な権利を有する第三者の権利を侵害する一切の利用を自ら行わず、また利用者に行わせないものとします。
第７条（対価の支払い）１．ライセンシーは、本サービスの利用許諾の対価として、朝日新聞社が定める所定の料金を所定の方法で朝日新聞社に支払うものとします。利用期間が１カ月に満たない月にも１カ月分の利用料金が適用されます。２．朝日新聞社は、ライセンシーに２カ月の猶予期間をもって書面で通知することにより、本サービスの利用料金を改定することができます。改定料金を承服できない場合、ライセンシーは、本契約第１２条２項に従って本契約の一部または全部を解約することができます。３．本契約に基づき適正に支払われた利用料金は、第１２条２項により本契約が中途解約された場合を含め、いかなる理由によってもライセンシーに返金されません。 
第８条（義務）１．ライセンシーは、本サービスの利用を希望するにあたり、朝日新聞社所定の「けんさくくん利用申込書」（以下「利用申込書」といいます）を、朝日新聞社に提出するものとします。ライセンシーから提出された利用申込書の記載内容に不備または誤り等があったことによりライセンシー、利用者またはその他第三者に直接または間接に損害が生じた場合でも、朝日新聞社は一切責任を負わないものとします。２. ライセンシーは、利用者に利用規定を掲示し、その条項に従って利用させるものとします。３．ライセンシーは、第三者に開示または漏洩される等の不正利用がないようID・パスワードを適正に管理するものとします。また、校内限定プランを除き朝日新聞社の指示に従い一年に一度パスワードを変更するものとします。４．ライセンシーは、利用者が利用規定に違反したことを知った場合、直ちにその利用者の違反行為及び以後の利用を止めた上で、朝日新聞社にその旨を報告するとともに、朝日新聞社の求めに応じて、当該違反の是正（当該利用者が違反行為により得たコンテンツの複製物の処分を含みます）及び再発防止に必要な措置を速やかに取るものとします。本契約及び利用規定上の違反行為があったことにつき合理的な疑いが生じた場合、朝日新聞社は、ライセンシーの協力を得て、その違反に関して調査できるものとし、ライセンシーはこれに最大限協力するものとします。
第９条（利用内容の変更）本サービスの利用タイプやオプションの有無等の変更を希望する場合、ライセンシーは朝日新聞社に対し、変更内容を記載した「変更利用申込書」を朝日新聞社に提出するものとします。ライセンシーから提出された変更申込書の記載内容に不備または誤り等があったことによりライセンシー、利用者またはその他第三者に直接または間接に損害が生じた場合でも、朝日新聞社は一切責任を負わないものとします。
第１０条（本契約・利用規定の変更）朝日新聞社は、次の①②のいずれかに該当する場合、朝日新聞社の裁量により本契約・利用規定を変更することができます。朝日新聞社は本契約・利用規定の変更にあたり、変更の効力発生日の前までに、本契約・利用規定を変更する旨及び変更後の本契約・利用規定の内容と効力発生日を本サービス画面上に掲載またはライセンシーに通知します。①本契約・利用規定の内容がライセンシー・利用者の一般の利益に適合するとき　②本契約・利用規定の変更が契約の目的に反せず、かつ変更の必要性、変更後の内容の相当性、変更の内容その他の変更にかかる事情に照らして合理的なものであるとき
第１１条（有効期間）本契約の有効期間は、朝日新聞社がライセンシーに本サービスを利用許諾した日から１年間とします。ただし、期間満了の１カ月前までに両当事者のいずれからも書面による解約の申し出がない場合、本契約は１年間延長するものとし、以降も同様とします。ただし、両当事者間で書面による特段の合意をした場合はこの限りではありません。
第１２条（解除）１．前条の規定にかかわらず、ライセンシーに破産、民事再生、会社更生手続き、会社整理もしくは特別清算の申立があった場合、ライセンシーが支払いを停止した場合、手形交換所の取引停止処分を受けた場合、もしくは差押、仮差押または滞納処分を受けた場合、朝日新聞社は、催告なしに本契約を直ちに解除することができます。また、ライセンシー側にID・パスワードの不正利用があった場合、もしくは本契約及び利用規定上の重大な違反行為があった場合、朝日新聞社はライセンシーに書面で通知することにより本契

約を解除することができます。朝日新聞社が求めた場合、ライセンシーは本サービスを不正に利用して得たコンテンツの複製物の一切を朝日新聞社の指定する方法で直ちに破棄または消去するものとします。この規定は朝日新聞社からライセンシーへの損害賠償の請求を妨げるものではありません。２．前項の規定にかかわらず、ライセンシーは、朝日新聞社に１カ月の猶予期間をもって書面で通知することにより、本契約を解約することができます。
第１３条（免責）朝日新聞社は本サービスの提供内容及び機能について、その正確性、完全性、有用性を保証するものではありません。本サービスを利用した結果、もしくは本サービスの提供の中断・停止・終了または遅延等により、ライセンシー、利用者または第三者に直接または間接に損害が生じた場合でも、朝日新聞社は損害賠償の責任を一切負わないものとします。また、通信回線の故障、メンテナンスのための一時的な本サービス提供の中断、その他朝日新聞社の責に帰すことのできない事由により本サービスの提供ができず、または提供が遅延した場合、朝日新聞社は提供再開に向けて合理的な努力を払いますが、本契約不履行の責任は負わないものとします。
第１４条（地位移転の禁止）ライセンシーは、朝日新聞社の事前の書面による承諾なしに、本契約上の地位もしくは権利、義務の一切について、第三者に譲渡、移転、質入れその他の方法で処分することはできません。
第１５条（管轄裁判所）本契約に関する紛争については、東京地方裁判所または東京簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。
第１６条（信義誠実の原則）本契約に定めのない事項及び本契約の解釈に疑義が生じた場合は、当事者双方が信義誠実の原則により協議するものとします。
利用規定
本利用規定は、株式会社朝日新聞社（以下「朝日新聞社」といいます）が提供するサービス「朝日けんさくくん」（以下「本サービス」といいます）を利用するにあたっての利用条件について定めるものです。本利用規定は、本サービスを利用するすべての方（本サービスを契約している学校に所属する教職員、児童・生徒に限る、以下「利用者」といいます）に適用され、利用者は本利用規定に同意することで、本サービスを利用できます。
[bookmark: _Hlk183521382][bookmark: _Hlk183521474]１．本サービス及びこれを構成するデータベースの著作権は朝日新聞社に帰属し、これらの中に含まれる記事・画像・ワークシート等（以下「コンテンツ」といいます）の著作権その他の権利は、朝日新聞社、各コンテンツの著作権者または正当な権利を有する第三者に帰属します。２．教育機関による教育目的に限り、利用者は本サービスを利用することができます。教職員が本サービスのコンテンツを利用して教材や問題を作成し、複写物を学校に所属する児童・生徒に配布したり、児童・生徒が本サービスを利用してコンテンツをリポートにまとめたりすることができます。３．本サービス及びコンテンツの一部または全部について、次の行為はできません。①ネットワーク上に送信、またはネットワークを介して共有、掲載　②利用者自身を宛先とする場合を含め、電子メール、SNS等の電子書面・電子ツールでの送信　③USBメモリー、CD-ROMその他の電子媒体に収録・配布　④校内限定プランにおいて学校外での利用　⑤朝日新聞社の書面による事前の承諾なく本利用規定に定める範囲を超えて、コンテンツの複製、編集、加工、蓄積、翻案、翻訳、出版、転載、販売、送信、展示、貸与、配布及び改変するなど、朝日新聞社、各コンテンツの著作権者または正当な権利を有する第三者の権利を侵害する利用　⑥第三者のプライバシー、名誉権、肖像権その他の権利を侵すような利用、またはそのおそれがある利用　⑦日本語解析のための利用やプログラムによる自動検索　⑧生成AI等（人工知能、大規模言語モデル、検索拡張生成、ロボット、ソフトウェア等を含みますが、これらに限りません）の学習や開発、解析、加工等の目的で利用すること　⑨コンテンツを短時間で大量に表示したり、必要と認められる限度を超えて大量ダウンロードをしたりすること（例えば、１時間に同一端末から連続で記事本文を1000件表示する行為等）　⑩第２条で定めた目的以外で利用すること（不正・営利、広告・宣伝、宗教・政治活動を目的としての利用、またはその準備を目的とした利用を含みますが、これらに限りません）　⑪本サービスの評価・名声・機能を失墜、低下、毀損させること（本サービスのサーバーに過度な負荷がかかる行為を含みます）　⑫法令、公序良俗または第三者との契約に違反する利用　⑬本サービスの運営または第三者による本サービスの利用を妨害すること　⑭第三者になりすましての本サービスの利用　⑮本サービスにログインするためのID及びパスワードを第三者に開示・漏洩、譲渡・貸与または使用させること　⑯上記各項のほか、合理的な理由に基づき朝日新聞社が不適切と判断する一切の行為
４．前条①から③までの規定にかかわらず、教育機関の授業における利用目的に限り、著作権法第35条（学校その他の教育機関における複製等）で認められた範囲の複製及び公衆送信（生徒へのメール送信、オンライン授業での利用など）を行うことができます。ただし、本サービスの学習コンテンツである「朝日新聞時事ワークシート」の電子的複製及び公衆送信はできません。
[bookmark: _Hlk183521748][bookmark: _Hlk183521761][bookmark: _GoBack][bookmark: _Hlk183521833]５．利用者が本利用規定に違反したと朝日新聞社が判断した場合、朝日新聞社は当該利用者への通知・承諾を要することなく、直ちにその後の利用を停止する等の措置をとることができるものとします。この場合、当該利用者は、本サービスを不正に利用して得たコンテンツ及びその複製物の一切を、朝日新聞社の指定する方法で破棄または消去するものとします。なお、朝日新聞社は当該措置の理由について開示する義務を負わず、利用者は、当該措置に対して異議を述べることができません。また、この規定は朝日新聞社による損害賠償の請求を妨げるものではありません。
６．朝日新聞社は、本サービスの提供内容及び機能の完全性、正確性、有用性に関していかなる保証も行いません。また、本サービスを利用した結果により、利用者に直接または間接に損害が生じた場合、責任を負いません。通信回線またはサーバーその他の設備の故障及びメンテナンス上の必要による提供中断、その他朝日新聞社の責に帰すことのできない事由による本サービスの提供の中断または遅延により利用者に直接または間接に損害が生じた場合も、責任を負いません。
７．次の①②のいずれかに該当する場合、朝日新聞社の裁量により本利用規定を変更することができます。朝日新聞社は本利用規定の変更にあたり、変更の効力発生日の前までに、本利用規定を変更する旨及び変更後の本利用規定の内容と効力発生日を本サービス画面上に掲載または利用者に通知します。①本利用規定の内容が利用者の一般の利益に適合するとき　②本利用規定の変更が契約の目的に反せず、かつ変更の必要性、変更後の内容の相当性、変更の内容その他の変更にかかる事情に照らして合理的なものであるとき
[bookmark: _Hlk183521856]８．朝日新聞社は、いつでも本サービスの全部または一部を変更または終了できるものとします。
[bookmark: _Hlk183521863]９．本サービスの利用には通信料がかかることがあります。本サービスの利用に伴う通信料等全ての費用は、利用者の負担となります。
１０．本利用規定は日本法に準拠し、日本の法令に従って解釈されるものとします。本利用規定及び本サービスに関する紛争については、東京簡易裁判所または東京地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とします。
（ 2025年1月20日改定）
※下記にチェックを入れ、ご署名をお願いします。
□　利用規約・利用規定に同意します。
署名　　　　　　　　　


